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（１）国際的な動向

第３回国際連合（以下、国連）総会（昭和 23（1948）年 12月 10 日）で採択された世界人権宣言の第１条

には、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である」とうた

われています。

国連では、この世界人権宣言の実効性を高めるため、「人種差別撤廃条約」や「国際人権規約」、「女子差別

撤廃条約」、「子どもの権利条約」、「障害者権利条約」といった数多くの条約や規約※１を採択するなど、社会の

最も基本的なルールである人権を確立し、全ての人々の人権が当然のこととして守り生かされる社会を創造

するための取組が行われてきました。

また、平成６（1994）年には、人権問題を総合的に調整する役割を担う「国連人権高等弁務官」が創設され

たほか、同年 12月の第 49 回国連総会では、平成７（1995）年からの 10 年間を「人権教育のための国連 10

年」※２とする決議が採択され、国連事務総長より「行動計画」が報告されました。

平成 16（2004）年 12月の第 59回国連総会で、「人権教育のための国連 10年」の終了を受け、全世界的規

模で人権教育をさらに発展させるために、平成 17（2005）年１月１日から開始される「人権教育のための世

界計画」※３を宣言する決議が採択されました。

※１「国連で採択された主な人権関係諸条約等」

昭和40（1965）年 あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約（人種差別撤廃条約）

昭和41（1966）年 国際人権規約 （社会権規約：経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約）

（自由権規約：市民的及び政治的権利に関する国際規約）

昭和54（1979）年 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）

平成元（1989）年 児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）

平成18（2006）年 障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）

※２「人権教育のための国連10年」：期間 平成７（1995）年～平成16（2004）年

国連をはじめとした国際社会はもとより、国際地域社会、各国、さらには各地方レベルにおいて創意工夫を凝らした人権教育に取り組

むことによって世界中に人権文化※Ａを構築し、全ての人々の人権が尊重される平和な世界を創造していくことを目的としています。

この国連の行動計画では、｢人権教育｣について、 ｢知識と技術の伝達及び態度の形成を通じ、人権という普遍的文化を構築するために

行う研修、普及及び広報努力｣と定義されています。

※Ａ「人権文化」：「人権という普遍的な文化」と同義です。「人権教育のための国連10年」では、その基本理念として「人権という普遍

的な文化」を掲げ、その意味することは、人権についてお互いが理解し、尊重し合う暮らしのなかの一つの文化（人権文化）として、

当たり前になっている社会の在り方をいいます。

※３「人権教育のための世界計画」： ＜第１フェーズ行動計画 平成17（2005)年～平成21（2009)年＞

＜第２フェーズ行動計画 平成22（2010)年～平成 26（2014)年＞

＜第３フェーズ行動計画 平成27（2015)年～平成 31（2019)年＞

＜第４フェーズ行動計画 令和２(2020)年～令和６(2024)年＞

人権教育プログラムの実施を促進するため、第１・第２・第３・第４と連続したフェーズからなる「行動計画」を示しています。なお、目

的は以下のとおりとしています。

（ａ）人権文化の発展を促進すること。

（ｂ）国際文書に基づいた人権教育のための基本原則及び方法論への共通理解、並びに国家政策における人権教育の融合を促進すること。

（ｃ）国内、地域及び国際レベルにおける人権教育への関心を確保すること。

（ｄ）あらゆる関係主体による行動のための共通の集合的枠組を提供すること。

（ｅ）あらゆるレベルにおいてパートナーシップと協力を強化する。

（ｆ）人権教育計画及びその他の人権を促進する教育計画を調査、評価及び支援し、成功事例を強調し、それを継続又は拡大するインセン

ティブを提供し、新たな事例を発展させること。

（ｇ）「人権教育及び研修に関する国連宣言」の実施を促進すること。また、第３フェーズ行動計画では、｢人権教育｣とは､人権という普遍

的文化を構築するために行うあらゆる学習、教育、研修及び情報に関する取組と定義されています。
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その後、国連人権理事会において、同年７月に、初等中等教育に焦点を当てた「第１フェーズ行動計画」（平

成 17（2005）年～平成 19（2007）年）が採択され、平成22（2010）年 10月には、高等教育における人権教

育及び教育者、公務員、法執行者、軍隊への人権研修に焦点を当てた「第２フェーズ行動計画」（平成22（2010）

年～平成26（2014）年）が、平成26年（2014）年９月には、これまでのフェーズの実施を強化し、メディア

専門家及びジャーナリストへの人権研修を促進するための「第３フェーズ行動計画」（平成 27（2015）年～平

成 31（2019）年）が採択されました。また、令和元（2019）年 9月には、青少年のための人権教育がテーマ

の「第４フェーズ行動計画」（令和２（2020）年～令和６（2024）年）が採択されました。

平成 23（2011）年に、国連人権理事会が企業活動における人権尊重の指針となる「ビジネスと人権に関す

る指導原則」※４を採択し、平成27年（2015）年９月には、国連総会が、2030年までの国際目標であり、すべ

ての人々の人権が尊重される世界などを目指す「持続可能な開発目標（SDGs）」※５を採択しました。

（２）国内の動向

国においては、国連で採択された国際人権規約をはじめ、人権に関する条約を締結するなど、国際社会の一

員としての取組が進められてきました。

人権尊重の国際的な潮流を受けて、平成８（1996）年に「人権擁護施策推進法」※６が制定されるなど、人権

に関する国内法の整備などが行われる一方、平成９（1997）年７月には、憲法で定める基本的人権の尊重の原

則や「人権教育のための国連 10年」などの趣旨に基づき、我が国において人権という普遍的文化を構築する

ため、あらゆる場を通じて訓練・研修、広報、情報提供を積極的に行うことを目的とする「人権教育のための

国連10年」に関する国内行動計画※７が策定されました。

※４「ビジネスと人権に関する指導原則」：「国家の人権保護の義務」「企業の人権尊重の責任」「救済へのアクセス」の３本柱で構成されており、

企業には「人権方針の策定」「人権デューディリジェンス（取引先の人権侵害を把握して対処）」「救済メカニズムの構築」を求めています。

※５「持続可能な開発目標 SDGs（［エス・ディー・ジーズ］Sustainable Development Goals ）」：平成27（2015）年９月の国連総会で採択さ
れた「持続可能な開発のための2030 アジェンダ」※Ｂに記載されている、2016 年から2030 年までの17のゴールと169のターゲットで構成

された世界共通の目標です。17のゴールには、「あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」や「ジェンダー※Ｃ平等を達成し、あら

ゆる女性及び女児のエンパワーメントを行う」などがあります。

※B「持続可能な開発のための2030 アジェンダ」：人間、地球及び繁栄のための行動計画であり、「人権、人の尊厳、法の支配、正義、平等
及び差別のないことに対して普遍的な尊重がなされる世界」を目指すべき世界像の一つとしています。

また、国際社会は、世界人権宣言や人権に関する国際文書、国際法の重要性を確認し、全ての人の人権と基本的な自由の尊重、保護及び促

進責任を有することを強調しています。

※C「ジェンダー gender」：「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生まれついての生物学的性別があります。一方、社会通

念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を「社会的・文化的に形成され

た性別」といいます。

※６「人権擁護施策推進法」：平成８（1996）年 12月公布・平成９（1997）年３月施行。この法律では、目的について第１条で「この法律は、

人権の尊重の緊急性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人

権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権の擁護に関する施策の推進について、国の責務を明らかにするとともに、必要な体制を整備

し、もって人権の擁護に資することを目的とする。」と示しています。なお、この法律は時限法であり、平成14（2002）年３月25日をもっ

て失効しています。

※７「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画：平成７（1995）年 12月人権教育のための国連10年推進本部設置(本部長:内閣総

理大臣)。 平成９（1997）年７月４日 「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画を公表。この行動計画では、学校教育や社会

教育をはじめ、企業や特定の職業に従事する者に対する人権教育を強化するとともに、「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「同和問題」「ア

イヌの人々」「外国人」「ＨＩＶ感染者等」「刑を終えて出所した人｣などを重要課題としています。
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なお、「人権擁護施策推進法」に基づき設置された「人権擁護推進審議会」では、人権教育・啓発について

の施策や人権救済制度の在り方について審議が行われ、平成 12（2000）年 12月には、「人権教育及び人権啓

発の推進に関する法律」※８が施行され、国、地方公共団体、国民の責務が明記されました。

平成14（2002）年３月には、「人権教育・啓発に関する基本計画」※９を策定し、人権教育・啓発に関する施

策の総合的かつ計画的な推進を図っています。

また、平成28（2016）年には、４月に、障害を理由とする差別の禁止や行政機関や事業者に障害者への合

理的配慮を求める「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）※10が、６月には、

日本以外の国や地域の出身であることを理由に不当な差別的言動が行われることは許されないとして、その

解消に向けた取組を国と地方公共団体に求める「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取

組の推進に関する法律」（ヘイトスピーチ解消法）※11が、12月には、部落差別は許されないものであるとの認

識の下にこれを解消することが重要な課題として、その解消に向けた取組を国と地方公共団体に求める「部落

差別の解消の推進に関する法律」（部落差別解消推進法）※12が相次いで施行されました。

さらに、令和元（2019）年に、アイヌの人々に対する差別の禁止等を定めた「アイヌの人々の誇りが尊重さ

れる社会を実現するための施策の推進に関する法律」※13が施行され、令和２（2020）年 10月には、「ビジネ

スと人権に関する行動計画（2020～2025）」※14が策定され、国連が採択した「ビジネスと人権に関する指導原

則」を踏まえて、政府や企業等の人権尊重の仕組みを整備していくことが明記されました。

※８「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」：平成12（2000）年 12月公布・施行。この法律では、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養

を目的とする教育活動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的と

する広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）と定義しています。また、国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため、人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならないこと、さらに、政府は毎年、国会に、政府が講じ

た人権教育及び人権啓発に関する施策についての報告を提出しなければならないことを定めています。

※９「人権教育・啓発に関する基本計画」：平成14（2002）年３月、閣議決定・平成23（2011）年４月一部変更、閣議決定。この基本計画では、

人権教育・啓発についての基本的な在り方や推進方策などについて定めています。

なお、各人権課題に対する取組としては、「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「同和問題」「アイヌの人々」「外国人」「感染者・ハンセン

病患者等」「刑を終えて出所した人」「犯罪被害者等」「インターネットによる人権侵害」「北朝鮮当局による拉致問題等」をあげています。

※10「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）：平成25（2013）年６月公布・平成28（2016）年４月施行。改正

法：令和３（2021）年６月公布・令和６（2024）年４月施行。この法律は、平成23（2011）年に改正された「障害者基本法」第４条に基本

原則として規定された「差別の禁止」に関するより具体的な規定を示し、それが遵守されるための具体的な措置等を定めることにより、全

ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を理由

とする差別の解消を推進することを目的として定められています。なお、この法律では、政府は、差別解消の推進に関する基本方針を策定

すること、国・地方公共団体等は、当該機関における取組に関する要領を策定すること（地方の策定は努力義務）、事業者は、事業分野別の

指針（ガイドライン）を策定することなどが示されています。

※11「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（ヘイトスピーチ解消法）：平成28（2016）年６月公

布、施行。この法律は、「国民は、本邦外出身者に対する差別的言動の解消の必要性に対する理解を深めるとともに、本邦外出身者に対する

不当な差別的言動のない社会の実現に寄与するよう努めなければならない」を基本理念として、国と地方公共団体に、相談体制の整備、教

育の充実、啓発活動の実施について必要な取組を行うよう規定しています。

※12「部落差別の解消の推進に関する法律」（部落差別解消推進法）：平成28（2016）年 12月公布・施行。この法律は、現在もなお、部落差別

は存在するとともに、情報化の進展にともなって、部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、部落差別の解消を推進し、部

落差別のない社会を実現することを目的として、国と地方公共団体に相談体制の充実、必要な教育・啓発を行うよう、また、国に対して、

部落差別の実態に係る調査を行うよう規定しています。

※13「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律」：令和元（2019）年４月公布、５月施行。日本列島北部

周辺、とりわけ北海道の先住民族であるアイヌの人々の誇りの源泉であるアイヌの伝統及びアイヌ文化が置かれている状況並びに近年にお

ける先住民族をめぐる国際情勢に鑑み、アイヌの施策の推進に関し、基本理念、国等の責務、政府による基本方針の策定等について定める

ことにより、アイヌの人々が民族としての誇りを持って生活することができ、及びその誇りが尊重される社会の実現を図り、もって全ての

国民が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的としています。

※14「ビジネスと人権に関する行動計画（2020～2025）」：政府や企業等の「ビジネスと人権」の理解促進と意識向上や、企業の国内外のサプラ

イチェーン（原料調達先、製造・物流会社、販売会社）における人権デューディリジェンス（取引先の人権侵害を把握して対処）の導入な

どが示されています。
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令和３（2021）年２月には、新型コロナウイルス感染症に関する偏見や差別を防止するため、「新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律」が施行され、感染者やその家族、医療従事者等の人権が

尊重され、差別的な取扱いを受けることがないよう、国と地方公共団体は啓発活動などを行っていくことが規

定され、令和５（2023）年６月には、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理

解の増進に関する法律」※15が施行され、性的指向及びジェンダーアイデンティティを理由とする不当な差別

はあってはならないことなどが明記されました。

（３）本県の取組

高知県議会においては、平成７（1995）年３月に人権尊重の地域社会を目指す「人権宣言に関する決議」※

16が行われています。

県では、現実の社会には、同和問題や女性の地位向上、子どものいじめの問題、高齢者や障害のある人の社

会参加など、解決していかなければならない多くの課題が残されていることから、こうした現状を踏まえ、平

成 10（1998）年４月に「高知県人権尊重の社会づくり条例」※17を施行しました。

この条例は、県内に暮らす全ての人々がそれぞれ一人の人間として人を大切にし、大切にされる、人権尊重

の社会を築いていくことを目的としています。そのため、県や市町村が人権に関する施策を積極的に推進する

ことはもとより、企業や県民がそれぞれの立場で自主的な取組を進めることが重要と考え、平成 10（1998）

年７月に「人権教育のための国連10年」高知県行動計画※18を策定しました。

※15｢性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律｣：令和５（2023）年６月公布、施行。性的指

向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進施策の推進に向けて、基本理念を定め、国及び地方公共団体の役

割等を明らかにするとともに、政府の基本計画の策定などにより、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性を受け入れる精神

を涵養し、多様性に寛容な社会の実現に資することを目的としています。

※16「人権宣言に関する決議」：平成７（1995）年３月 15日（高知県議会）。その内容は下記のとおりです。

1948 年 12月に採択された世界人権宣言には「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等であ

る」とうたわれている。

基本的人権に係るこの理念は、人類普遍の原理としていささかも軽視されることがあってはならない。

しかしながら、我が国をはじめ世界的に様々な人権問題が現実に存在する。

新しい世紀の到来を目前にした今日、我々は、これらの人権問題解決のため、すべての人々がそれぞれひとりの人間として人を大切にし、

大切にされる人権尊重の地域社会の実現をめざして、決意を新たにし、さらなる努力を期するものである。 以上、決議する。

※17「高知県人権尊重の社会づくり条例」：平成 10（1998）年３月 30 日公布・４月１日施行。この条例は第１条で、「人権尊重の社会づくり

について、県、市町村、県民（県内に在住する個人並びに県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体をいう。）の責務を 明

らかにするとともに、施策の基本的な方針に関し必要な事項を定めることにより、同和問題をはじめとするあらゆる人権に関する取組を推

進し、もって真に人権が尊重される明るい社会づくりに寄与することを目的とする。」と定めています。

※18「人権教育のための国連10年」高知県行動計画：平成10（1998）年７月策定。この県行動計画の内容は、具体的な行動計画として、身近

な課題への対応と人権に関わりの深い職業に従事する職員への人権教育について明記しています。

身近な課題としては、「同和問題」「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「ＨＩＶ感染者等」「外国人」の７つをあげ、各課題について、「現

状と課題」「人権尊重の取り組みや人権侵害」「今後の取り組み」について整理し、「今後の取り組み」では、「県の取り組み」「企業等に期

待する取り組み」「県民に期待する取り組み」の具体を明記しています。

なお、この行動計画は、平成12（2000）年３月に策定した「高知県人権施策基本方針」に変更しています。
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また、「高知県人権尊重の社会づくり条例」に基づき、あらゆる人権に関する問題の解決に向けて、全ての

県民が自主的に取り組むよう意識の高揚を図るとともに、市町村及び県民の取組を一層促進させるために、有

識者で構成する「高知県人権尊重の社会づくり協議会」※19の意見を伺いながら、平成 12（2000）年３月に「高

知県人権施策基本方針」※20を策定しました。

平成26（2014）年３月にこの基本方針の第１次改定を、平成 31(2019)年３月に第２次改定を、令和６(2023)

年３月に第３次改定を行い、具体的な取組について PDCAサイクル※21で進捗管理を行いながら、効果的な施

策の推進に努めています。

さらに、令和３（2021）年７月には、「高知県新型コロナウイルス感染症に関する条例」を制定し、新型コ

ロナウイルス感染症にり患していることなどを理由とした差別や誹謗中傷等の行為を禁止するほか、障害を

理由とする差別の解消に向けて、「障害のある人もない人も共に安心して豊かに暮らせる高知県づくり条例」

を制定することとしています。（令和６（2024）年４月施行）

※19「高知県人権尊重の社会づくり協議会」：高知県人権尊重の社会づくり条例の第６条に基づき設置したもので、関係行政機関の職員や学識経

験者で組織しており、その役割は次のとおり規定されています。

第６条 人権施策の推進に関し、必要に応じて重要事項を調査協議させるため、高知県人権尊重の社会づくり協議会（以下「協議会」とい

う。）を置く。

２ 知事は、前条の人権施策の基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ協議会の意見を聴くものとする。

３ 協議会は、人権尊重の社会づくりに関する事項に関し、知事に意見を述べることができる。

※20「高知県人権施策基本方針」：平成12（2000）年３月策定・平成26（2014）年３月第1次改定・平成31（2019）年３月第２次改定・令和６

(2024)年３月第３次改定。人権施策の方向性や、「同和問題」「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「感染症患者等」「外国人」「犯罪被害者

等」「インターネットによる人権侵害」「災害と人権」「性的指向・性自認」などの人権課題の推進方針、具体的な取組の５か年計画等を定め

ています。

※21「PDCA サイクル」：Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（検証）→ Action（改善）の４段階を順に繰り返すことによって、継続的に業務
を改善する手法のことです。
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県では、平成26（2014）年３月に、「人権教育のための国連10年」高知県行動計画（平成 10（1998）年策

定）と「高知県人権施策基本方針」（平成12（2000）年３月策定）の趣旨を継承して発展的に一本化するかた

ちで、「高知県人権施策基本方針」の第１次改定を行い、県民に身近な人権課題としてあげた「同和問題」「女

性」「子ども」「高齢者」「障害者」「ＨＩＶ感染者等」「外国人」に、「犯罪被害者等」「インターネットによる

人権侵害」「災害と人権」を追加しました。

また、平成 31（2019）年３月には、平成 29(2017)年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」の結

果等を踏まえて、第1次改定では「その他の人権課題」としていた「性的指向・性自認」について、「県民に

身近な人権課題」に位置付けるなどの、第２次改定を行いました。

この基本方針に基づき、あらゆる場を通じて人権教育・啓発を推進するとともに、身近な人権課題の解決に

向けた取組を行ってきました。しかしながら、インターネット上における差別や誹謗中傷は後を絶たず、性的

マイノリティであることを理由とする偏見や差別など、深刻な人権問題も顕在化しています。

人権を取り巻く環境が複雑・多様化する中、個別分野における各種の計画との連携を強化するなど、「人権」

をキーワードとした全庁的な取組をさらに進めることが求められています。

このような中、「高知県人権施策基本方針」の第２次改定から５年を経過することから、第３次改定を行う

こととしました。第３次改定の主な内容は、第２次改定以降の人権に関する法律や計画等の内容を盛り込むほ

か、令和４（2022）年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」では、人権尊重の社会の実現のために

必要なことについて尋ねたところ、「学校教育や社会教育を通じて、人権を尊重する教育活動を積極的に行う」、

「行政が人権尊重の視点に立って、県民の人権意識の高揚に向けた啓発活動や様々な施策を積極的に行う」な

どが上位になっているため、第２章に人権施策の大きな２つの柱である「人権教育」と「人権啓発」について、

目標値を設定し、その目標達成に向け、さらに充実した施策を推進することとします。

また、同調査において、この５年間に人権が侵害された経験が「ある」と回答した人に、「侵害されたと思

ったときにどうしたか」を尋ねたところ、「何もしなかった」の割合が最も高くなっていることから、第３章

に「相談・支援体制の充実」の章立てをして、相談機関の充実や、差別の解消に向けた相談機関相互の一層の

連携強化などに重点的に取り組むこととしています。

第１次改定及び第２次改定で、人権に関する取組について、達成目標を掲げ、PDCAサイクルによる進
捗管理を行ってきました。第３次改定では、取組の追加や見直しなどを行った上で、引き続き PDCAサイク
ルによる進捗管理を行い、より効果的な人権施策を推進していきます。

なお、今回の第３次改定版は、これまでと同様に、「高知県人権尊重の社会づくり協議会」で有識者から意

見を伺うほか、パブリックコメントにより県民の方々からの意見もお聴きしながら、策定したものであり、計

画期間は令和６（2024）年度から令和 10（2028）年度までの５年間とし、引き続き多くの関係機関と連携し

ながら、この基本方針に基づく施策に取り組んでいきます。

２ 基本方針改定の趣旨
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（１）基本方針の基本理念

21世紀は人権の世紀と言われ、｢平和」｢環境」とともに、21世紀のキーワードになっています。
しかし、今日においても、生命・身体の安全に係る事象や不当な差別等による様々な人権侵害がなお存在し

ており、社会のなかで人権が守られていない状況が見られます。

人権侵害によって人の命が奪われたり、人権が尊重されない社会であってはなりません。

そのためにも、全ての人の人権が尊重され、相互に共存し得る平和で豊かな社会を実現していくために、自

分や他者の生命が守られ、県民一人ひとりの人権尊重の精神の涵養を図っていくことが不可欠です。

「人権」とは、｢一人ひとりが人間らしく生きていくために、生まれながらにして持っている大切な権利｣で

あり、｢人が個人として尊重され、安全で安心して安定した生活を送るために欠くことのできないもの」です。

この基本方針は、様々な人権のなかから、県民に関わりが深く、身近な人権課題である「同和問題」「女性」

「子ども」「高齢者」「障害者」「感染症患者等」「外国人」「犯罪被害者等」「インターネットによる人権侵害」

「災害と人権」「性的指向・性自認」の現状と課題について、人権侵害の事例を踏まえて明らかにしています。

さらに、人権課題ごとに推進方針を定めたうえで、あらゆる機会を通じて行う具体的な人権教育・啓発の取

組について示しています。

また、県民一人ひとりが人権について正しい理解と認識を深め、「真に人権が尊重される明るい社会をつく

る」ことを基本理念とし、それを実現するために、県、市町村、企業、県民等が取り組むことを目指していま

す。

なお、この基本理念を実現するため、県民一人ひとりが住み慣れた地域で個人として尊重され、生きがいを

持って安全で快適な生活を営むことができる社会をつくるために、「全ての人の人権が尊重され、安心して生

活できる社会づくり」の実現を目指すことをキーワードに、次の２つのポイントのもと、人権施策を進めてい

きます。

全ての人の可能性を否定することなく、その個性や能力を十分発揮できる機会を保障することが重

要です。

また、お互いの自己実現を尊重していくためには、相手の立場に立って考え、行動することが必要

です。

よって、全ての人が自分らしい生き方ができる、尊厳を持ったかけがえのない存在として尊重され

る社会の実現を目指します。

キーワード

全ての人の人権が尊重され、安心して生活できる社会づくり

ポイント１ 【一人ひとりが尊重される社会】

３ 基本方針の考え方
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全ての人は平等であって、性別、年齢、障害の有無、社会的身分、門地、民族等によって差別される

ことなく、誰もが地域社会の構成員として、あらゆる分野への参画が保障されることが重要です。

そして、全ての人が、それぞれの多様な文化や価値観を尊重し、それぞれの個性や生き方の違いを

認め合い、共に生きているという認識を持つことが大切です。

よって、全ての人が平等で、安心して生活できる社会の実現を目指します。

（２）基本方針の性格

この基本方針では、人権教育・啓発に関する県や市町村の取組、企業等※22や県民に期待する取組を具体的

に示し、あらゆる人権に関する問題の解決に向けて、全ての県民が自主的に取り組むよう意識の高揚を図ると

ともに、市町村及び県民の取組を一層促進させるための人権施策についても示しており、「高知県人権尊重の

社会づくり条例」第５条の規定に基づき策定しているものです。

なお、この基本方針は、人権施策の推進に当たって、次の性格を持っています。

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
※22「企業等」：この基本方針で示す企業等とは、民間企業や事業所、協同組合、NPO※D、NGO※E、その他の法人や民間の団体等、あらゆる組

織をさしています。
※D「NPO（Nonprofit Organization）」：直訳すると「非営利組織（団体）」になりますが、一般的には、「一定の組織を持ち、収益事業を行っても利益配分を
せずに目標達成のために再投資する『民間団体（非営利）』であり、行政のコントロールを受けず自発性と独立性がある」といった特徴を持った組織の略称です。

※E「NGO（Nongovemmental Organization）」：「非政府組織」のことであり、国連活動などで民間団体を強調するために使われてきた言い方で、NPOと同様
に「非営利」であることが条件となります。なお、営利を目的としないことを強調するか、政府でないことを強調するかの違いはありますが、非営利であり、非

政府であるという点では同じものを指しているといえます。

ポイント２ 【互いに認め合って共に生きる社会】

（１）県が進める人権施策の基本的な考え方を示すものです。

（２）人権教育及び人権啓発の推進の方向を示すものです。

（３）県の分野別方針や計画等と密接に関連を持ったものです。

（４）個別の人権課題の施策について、推進方針と取組を示すものです。

（５）人権が尊重される明るい社会の実現に向けて、県民や企業等に連携・協働を求めていくも

のです。


